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一
、
レ
パ
ト
リ
減
税
と
は

　

昨
年
、
円
安
が
進
行
す
る
中
で
レ
パ
ト
リ
減
税
が
注
目

を
集
め
た
。「
レ
パ
ト
リ
」
は
レ
パ
ト
リ
エ
ー
シ
ョ
ン

（repatriation

）
の
略
で
、
海
外
か
ら
日
本
へ
の
企
業
の

利
益
や
資
金
の
還
流
を
意
味
す
る
。
レ
パ
ト
リ
減
税
と

は
、
国
内
に
還
流
さ
れ
た
海
外
利
益
に
対
し
て
課
さ
れ
る

法
人
税
を
軽
減
す
る
措
置
で
あ
る
。
こ
の
政
策
に
は
、
減

税
に
よ
っ
て
日
本
企
業
の
海
外
子
会
社
か
ら
の
利
益
還
流

を
促
進
し
、
日
本
円
へ
の
需
要
を
高
め
る
こ
と
で
、
円
安

の
進
行
を
抑
制
す
る
効
果
が
期
待
さ
れ
て
い
た
。

　

利
益
還
流
の
主
要
な
手
段
の
一
つ
は
、
海
外
子
会
社
か

ら
本
国
の
親
会
社
に
支
払
わ
れ
る
配
当
で
あ
る
。
日
本
企

業
が
海
外
子
会
社
か
ら
配
当
を
受
け
取
る
際
に
は
、
そ
の

額
の
五
％
に
相
当
す
る
部
分
に
対
し
て
日
本
で
法
人
税
が

課
さ
れ
る
。
さ
ら
に
、
子
会
社
の
所
在
国
が
配
当
に
源
泉

徴
収
税
を
課
す
場
合
も
あ
り
、
そ
の
税
率
に
応
じ
て
配
当

受
取
時
の
税
負
担
は
さ
ら
に
重
く
な
る
。

　

日
本
で
は
二
〇
〇
八
年
度
ま
で
、
日
本
企
業
が
海
外
子

会
社
か
ら
受
け
取
る
配
当
の
全
額
に
法
人
税
が
課
さ
れ
て

い
た
。
た
だ
し
、
二
重
課
税
を
回
避
す
る
た
め
、
配
当
の

レ
パ
ト
リ
減
税
は
利
益
還
流
を
促
進
す
る
の
か

長
谷
川　
　
　

誠

〔
Ｊ
Ｓ
Ｒ
Ｉ
時
事
エ
ッ
セ
イ 

鈴
懸
の
木
の
下
〕
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原
資
と
な
っ
た
海
外
所
得
に
つ
い
て
、
国
外
で
支
払
っ
た

税
額
を
国
内
の
税
額
か
ら
控
除
す
る
こ
と
（
い
わ
ゆ
る
外

国
税
額
控
除
）
が
認
め
ら
れ
て
い
た
。
二
〇
〇
九
年
度
の

税
制
改
正
に
よ
り
外
国
子
会
社
配
当
益
金
不
算
入
制
度
が

導
入
さ
れ
、
受
取
配
当
の
九
五
％
が
益
金
不
算
入
（
非
課

税
）
と
さ
れ
た
こ
と
で
、
現
在
は
残
り
の
五
％
分
の
み
が

課
税
対
象
と
な
っ
て
い
る
。

　

二
〇
二
四
年
五
月
の
一
部
報
道
に
よ
れ
ば
、
残
り
の
配

当
五
％
相
当
額
に
つ
い
て
も
非
課
税
と
す
る
案
が
政
府
内

で
議
論
さ
れ
た
（
日
本
経
済
新
聞
、
二
〇
二
四
）。
六
月

に
政
府
が
発
表
す
る
「
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方

針
」（
い
わ
ゆ
る
骨
太
の
方
針
）
に
レ
パ
ト
リ
減
税
を
含

む
こ
と
も
検
討
さ
れ
た
よ
う
だ
が
、
実
現
し
な
か
っ
た
。

結
局
レ
パ
ト
リ
減
税
は
実
施
さ
れ
な
か
っ
た
が
、
実
施
さ

れ
れ
ば
ど
の
程
度
効
果
が
あ
っ
た
の
だ
ろ
う
か
。
そ
も
そ

も
、
海
外
子
会
社
か
ら
の
配
当
を
非
課
税
と
し
た
り
、
税

優
遇
を
与
え
た
り
す
る
こ
と
で
、
利
益
還
流
は
促
進
で
き

る
の
だ
ろ
う
か
。

　

こ
れ
ら
の
疑
問
に
答
え
る
た
め
に
は
、
二
〇
〇
九
年
度

税
制
改
正
が
利
益
還
流
に
ど
の
よ
う
な
影
響
を
与
え
た
の

か
を
振
り
返
る
こ
と
が
有
用
で
あ
ろ
う
。
筆
者
は
こ
れ
ま

で
、
慶
應
義
塾
大
学
の
清
田
耕
造
教
授
や
財
務
総
合
政
策

研
究
所
の
掛
林
美
智
氏
と
の
共
同
研
究
に
お
い
て
、
こ
の

税
制
改
正
が
日
本
企
業
の
利
益
還
流
に
与
え
た
影
響
を
分

析
し
て
き
た
（H

asegaw
a and K

iyota, 2017; H
asegaw

a 

and K
akebayashi, 2025

）。
以
下
で
はH

asegaw
a and 

K
akebayashi 

（2025

）
の
概
要
を
紹
介
し
、
そ
の
知
見

を
基
に
レ
パ
ト
リ
減
税
の
効
果
に
つ
い
て
議
論
す
る⑴

。

二�

、
外
国
子
会
社
配
当
益
金
不
算
入
制

度
の
利
益
還
流
へ
の
影
響

　

当
該
論
文
に
お
い
て
筆
者
ら
は
、
海
外
利
益
に
日
本
及

び
現
地
国
で
課
さ
れ
る
総
税
負
担
率
（
論
文
中
で
は
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bined effective tax rates

と
呼
ば
れ
て
い
る
）
が

二
〇
〇
九
年
度
税
制
改
正
に
よ
っ
て
大
き
く
低
下
し
た
こ

と
に
着
目
し
た
。
海
外
子
会
社
が
現
地
で
利
益
を
稼
得

し
、
そ
の
利
益
を
親
会
社
が
い
る
日
本
に
配
当
と
し
て
送

金
す
る
状
況
を
考
え
よ
う
。
海
外
子
会
社
は
現
地
国
で
法

人
税
を
払
う
。
そ
し
て
、
税
引
後
利
益
を
日
本
に
配
当
送

金
す
る
際
は
、
現
地
国
が
源
泉
徴
収
税
を
課
す
。
総
税
負

担
率
と
は
、
現
地
国
で
得
た
利
益
を
日
本
に
配
当
送
金
す

る
過
程
で
、
現
地
国
及
び
日
本
が
課
す
税
額
の
合
計
を
、

税
引
前
利
益
で
除
し
て
算
出
さ
れ
る
割
合
で
あ
る⑵

。

　

二
〇
〇
八
年
度
ま
で
は
、
親
会
社
が
配
当
を
受
け
取
っ

た
際
に
、
配
当
の
原
資
と
な
っ
た
利
益
に
対
し
て
日
本
で

も
法
人
税
が
課
さ
れ
て
い
た
。
た
だ
し
、
現
地
国
に
払
っ

た
税
額
（
法
人
税
と
源
泉
徴
収
税
）
分
は
外
国
税
額
控
除

を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
た
。
当
時
の
日
本
の
法
人
税
率

は
国
際
的
に
も
高
く
、
地
方
税
も
含
め
る
と
約
四
〇
％
に

達
し
て
い
た
。
そ
の
た
め
、
多
く
の
場
合
、
日
本
の
法
人

税
と
外
国
税
額
の
差
額
を
日
本
で
は
払
う
こ
と
に
な
る
。

こ
の
と
き
、
日
本
と
外
国
で
の
税
額
の
合
計
は
、（
外
国

税
額
控
除
前
の
）
日
本
の
法
人
税
額
に
等
し
く
な
る
。
つ

ま
り
、
海
外
利
益
に
課
さ
れ
る
総
税
負
担
率
は
日
本
の
法

人
税
率
と
等
し
く
な
る
。

　

二
〇
〇
九
年
度
以
降
は
外
国
子
会
社
配
当
益
金
不
算
入

制
度
の
下
で
受
取
配
当
の
九
五
％
が
非
課
税
と
な
り
、
残

り
の
五
％
分
だ
け
に
日
本
で
法
人
税
が
課
さ
れ
る⑶

。
他
方

で
、
配
当
を
受
け
取
る
際
に
請
求
で
き
た
外
国
税
額
控
除

は
新
制
度
の
下
で
は
請
求
で
き
な
く
な
っ
た
。
そ
の
た

め
、
現
地
国
の
法
人
税
と
源
泉
徴
収
税
、
及
び
配
当
五
％

分
へ
の
日
本
の
法
人
税
が
海
外
利
益
に
課
さ
れ
る
こ
と
に

な
る⑷

。
こ
れ
ら
の
税
の
合
計
額
が
海
外
利
益
に
占
め
る
割

合
が
、
総
税
負
担
率
と
な
る
。

　

筆
者
ら
は
経
済
産
業
省
が
実
施
し
て
い
る
『
海
外
事
業

活
動
基
本
調
査
』
の
個
票
を
分
析
に
利
用
し
た
。
こ
の
調

査
は
毎
年
行
わ
れ
て
お
り
、
日
本
企
業
が
保
有
す
る
海
外
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い
国
か
ら
配
当
を
受
け
取
る
限
り
、
現
地
国
の
税
率
に
か

か
わ
ら
ず
総
税
負
担
率
は
日
本
の
法
人
税
率
に
等
し
か
っ

た
。
こ
れ
に
対
し
、
税
制
改
正
後
は
日
本
で
は
配
当
の

五
％
分
し
か
課
税
さ
れ
な
い
た
め
、
総
税
負
担
率
は
現
地

国
の
法
人
税
率
及
び
配
当
へ
の
源
泉
徴
収
税
率
に
よ
っ
て

ほ
と
ん
ど
決
ま
る
。
し
た
が
っ
て
、
こ
れ
ら
の
税
率
が
低

い
国
ほ
ど
総
税
負
担
率
の
低
下
幅
は
大
き
く
な
る
。
例
え

ば
、
法
人
税
率
や
源
泉
徴
収
税
率
が
比
較
的
低
か
っ
た
イ

ギ
リ
ス
、
韓
国
、
ベ
ト
ナ
ム
、
マ
レ
ー
シ
ア
な
ど
に
所
在

す
る
子
会
社
に
と
っ
て
は
、
総
税
負
担
率
は
二
〇
〇
九
年

に
一
〇
パ
ー
セ
ン
ト
ポ
イ
ン
ト
以
上
低
下
し
た
。
さ
ら
に

税
率
が
低
い
香
港
や
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
に
所
在
す
る
子
会
社

に
と
っ
て
は
、
総
税
負
担
率
は
二
〇
パ
ー
セ
ン
ト
ポ
イ
ン

ト
以
上
低
下
し
た
。

　

こ
の
よ
う
に
所
在
国
ご
と
に
異
な
る
総
税
負
担
率
の
変

動
を
活
用
し
、
筆
者
ら
は
税
制
改
正
の
効
果
を
推
定
し

た
。
具
体
的
に
は
、
税
制
改
正
に
よ
っ
て
総
税
負
担
率
が

子
会
社
の
基
本
的
な
財
務
情
報
だ
け
で
な
く
、
配
当
・
使

用
料
な
ど
親
会
社
へ
の
支
払
額
の
情
報
も
収
集
さ
れ
て
い

る
。
本
研
究
で
は
ま
ず
、
個
票
や
各
国
の
法
人
税
率
と
源

泉
徴
収
税
率
の
情
報
を
基
に
、
二
〇
〇
四
年
か
ら
二
〇
一

三
年
ま
で
の
各
年
に
お
け
る
海
外
利
益
に
対
す
る
総
税
負

担
率
を
海
外
子
会
社
ご
と
に
計
算
し
た
。

　

海
外
利
益
へ
の
総
税
負
担
率
を
税
制
改
正
前
後
で
比
較

し
て
み
る
と
、
平
均
で
二
〇
〇
八
年
の
四
〇
・
六
九
％
か

ら
二
〇
〇
九
年
に
は
三
三
・
八
七
％
へ
と
、
六
・
八
パ
ー

セ
ン
ト
ポ
イ
ン
ト
低
下
し
て
い
た⑸

。
こ
れ
は
、
二
〇
〇
八

年
度
ま
で
は
日
本
と
現
地
国
の
税
額
差
に
相
当
す
る
税
負

担
が
日
本
で
は
生
じ
て
い
た
が
、
二
〇
〇
九
年
度
以
降
は

（
配
当
五
％
分
へ
の
課
税
を
除
い
て
）
そ
の
税
負
担
が
な

く
な
っ
た
た
め
で
あ
る
。

　

こ
こ
で
留
意
す
べ
き
は
、
税
制
改
正
に
よ
る
総
税
負
担

率
の
低
下
の
程
度
が
、
子
会
社
の
所
在
国
ご
と
に
異
な
る

点
で
あ
る
。
税
制
改
正
前
は
、
日
本
よ
り
税
負
担
額
の
低
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大
き
く
低
下
し
た
国
に
所
在
す
る
子
会
社
が
、
低
下
幅
の

小
さ
い
国
の
子
会
社
と
比
べ
て
、
配
当
送
金
を
増
加
さ
せ

た
か
ど
う
か
を
検
証
し
た⑹

。
分
析
の
結
果
、
総
税
負
担
率

が
一
パ
ー
セ
ン
ト
ポ
イ
ン
ト
下
が
る
と
、
子
会
社
は
配
当

を
一
・
一
％
増
加
さ
せ
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。
ま
た
、
税

制
改
正
に
よ
っ
て
総
税
負
担
率
が
平
均
六
・
八
パ
ー
セ
ン

ト
ポ
イ
ン
ト
低
下
し
た
こ
と
で
、
子
会
社
の
配
当
送
金
は

七
・
九
％
増
加
し
た
と
い
う
結
果
が
得
ら
れ
て
い
る⑺

。
法

人
税
率
や
配
当
へ
の
源
泉
徴
収
税
率
が
低
く
、
総
税
負
担

率
の
低
下
幅
が
大
き
い
国
ほ
ど
、
配
当
送
金
の
増
加
幅
は

さ
ら
に
大
き
く
な
る
。
こ
れ
ら
の
結
果
は
、
利
益
還
流
が

税
の
誘
因
に
対
し
て
敏
感
に
反
応
し
て
い
る
こ
と
を
示
唆

し
て
い
る
。

　

本
研
究
の
留
意
点
と
し
て
、
筆
者
ら
の
分
析
は
あ
く
ま

で
税
負
担
率
の
低
下
に
対
す
る
利
益
還
流
の
反
応
に
焦
点

を
当
て
て
い
る
点
が
挙
げ
ら
れ
る
。
外
国
子
会
社
配
当
益

金
不
算
入
制
度
の
導
入
目
的
に
は
、
海
外
子
会
社
か
ら
の

配
当
に
対
す
る
外
国
税
額
控
除
（
い
わ
ゆ
る
間
接
外
国
税

額
控
除
）
を
廃
止
す
る
こ
と
で
、
二
重
課
税
を
調
整
す
る

た
め
の
事
務
手
続
を
簡
素
化
す
る
こ
と
も
含
ま
れ
て
い
た

（
経
済
産
業
省
、
二
〇
〇
八⑻

）。
こ
の
よ
う
な
税
務
コ
ス
ト

の
軽
減
が
配
当
送
金
の
増
加
を
促
し
た
可
能
性
も
あ
る

が
、
本
研
究
の
分
析
で
は
そ
の
効
果
を
考
慮
す
る
こ
と
は

で
き
て
い
な
い
。
ま
た
、
た
と
え
利
益
還
流
に
直
結
し
な

い
と
し
て
も
、
税
務
・
事
務
負
担
の
削
減
は
企
業
に
と
っ

て
重
要
な
便
益
と
し
て
評
価
で
き
よ
う
。

三�

、
レ
パ
ト
リ
減
税
の
利
益
還
流
へ
の

効
果

　

そ
れ
で
は
、
昨
年
議
論
さ
れ
た
配
当
五
％
分
を
非
課
税

と
す
る
措
置
に
は
ど
の
程
度
効
果
が
あ
る
だ
ろ
う
か
。
日

本
の
現
在
の
法
人
実
効
税
率
（
二
九
・
七
四
％
）
の
下

で
、
配
当
五
％
分
を
非
課
税
と
し
て
も
、
日
本
で
の
税
負
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徴
収
税
率
は
、
多
く
の
場
合
、
日
本
と
相
手
国
と
の
二
国

間
租
税
条
約
に
よ
り
軽
減
税
率
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。
源

泉
徴
収
税
率
が
依
然
と
し
て
高
い
国
に
対
し
て
は
、
租
税

条
約
の
改
正
等
を
通
じ
て
そ
の
引
下
げ
を
図
る
こ
と
が
、

利
益
還
流
を
促
進
す
る
上
で
有
効
な
政
策
手
段
と
な
り
得

る
こ
と
を
筆
者
ら
の
分
析
結
果
は
示
唆
し
て
い
る
。
た
だ

し
、
現
行
の
租
税
条
約
の
下
で
配
当
に
対
す
る
源
泉
徴
収

税
率
は
既
に
低
水
準
に
抑
え
ら
れ
て
お
り
、
引
下
げ
余
地

は
限
定
的
で
あ
る⑽

。

　

以
上
を
踏
ま
え
る
と
、
第
一
節
で
提
示
し
た
疑
問
に
対

す
る
答
え
は
次
の
よ
う
に
ま
と
め
ら
れ
る
。
海
外
子
会
社

か
ら
の
配
当
に
よ
る
利
益
還
流
は
、
国
内
で
の
課
税
減
免

や
現
地
国
の
源
泉
徴
収
税
率
の
引
下
げ
に
反
応
し
て
、
確

か
に
増
加
す
る
傾
向
が
あ
る
。
し
か
し
、
こ
れ
以
上
の
税

負
担
軽
減
の
余
地
は
小
さ
い
。
そ
の
た
め
、
昨
年
議
論
さ

れ
た
レ
パ
ト
リ
減
税
を
含
め
、
税
率
の
引
下
げ
だ
け
で
配

当
に
よ
る
利
益
還
流
を
大
幅
に
促
進
す
る
の
は
難
し
い
と

担
率
は
せ
い
ぜ
い
一
・
五
パ
ー
セ
ン
ト
ポ
イ
ン
ト

（0.2974*0.05=0.0148

）
程
度
し
か
低
下
し
な
い⑼

。
筆
者
ら

の
推
定
結
果
を
当
て
は
め
る
と
、
こ
の
場
合
の
配
当
増
加

は
一
～
二
％
程
度
に
と
ど
ま
る
。
し
た
が
っ
て
、
配
当
の

益
金
不
算
入
割
合
を
九
五
％
か
ら
一
〇
〇
％
に
引
き
上
げ

て
も
、
利
益
還
流
の
促
進
効
果
は
限
定
的
で
あ
る
と
考
え

ら
れ
る
。

　

前
節
で
述
べ
た
と
お
り
、
配
当
送
金
の
際
に
は
、
配
当

の
五
％
部
分
に
対
す
る
日
本
の
法
人
税
に
加
え
て
、
現
地

国
に
よ
り
配
当
全
額
に
源
泉
徴
収
税
が
課
さ
れ
る
。
平
均

的
に
は
、
後
者
の
税
負
担
の
方
が
大
き
い
。
筆
者
ら
の
研

究
で
は
、
源
泉
徴
収
税
率
が
低
い
国
ほ
ど
、
海
外
子
会
社

が
税
制
改
正
後
に
配
当
送
金
を
増
加
さ
せ
た
こ
と
が
確
認

さ
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
二
〇
〇
九
年
度
以
降
、
配
当

に
対
す
る
源
泉
徴
収
税
率
は
配
当
送
金
に
よ
り
大
き
な
影

響
を
及
ぼ
し
て
い
る
と
解
釈
で
き
る
。

　

外
国
か
ら
日
本
へ
の
配
当
送
金
の
際
に
課
さ
れ
る
源
泉



7―　　―

レパトリ減税は利益還流を促進するのか

⑹　

推
定
手
法
及
び
推
定
式
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
論
文
第
五
節
を
参

照
さ
れ
た
い
。

⑺　

こ
こ
で
は
、
論
文
第
七
・
一
節
の
推
定
結
果
を
引
用
し
て
い
る
。

⑻　

外
国
税
額
控
除
を
請
求
す
る
に
は
、
控
除
額
の
算
定
根
拠
と
な
る

子
会
社
や
孫
会
社
の
支
払
税
額
等
を
証
明
す
る
書
類
を
準
備
す
る
必

要
が
あ
り
、
そ
れ
に
伴
う
事
務
負
担
が
膨
大
で
あ
っ
た
こ
と
が
指
摘

さ
れ
て
い
る
（
経
済
産
業
省
、
二
〇
〇
八
）。

⑼　

H
asegaw

a and K
akebayashi

（2025

）
で
定
義
さ
れ
て
い
る

総
税
負
担
率
は
、
現
地
国
に
お
け
る
税
引
前
利
益
を
分
母
と
し
て
税

負
担
の
割
合
を
測
っ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
こ
こ
で
の
日
本
の
法

人
税
率
一
・
五
パ
ー
セ
ン
ト
ポ
イ
ン
ト
相
当
の
税
負
担
率
の
低
下
を

総
税
負
担
率
の
低
下
に
換
算
し
た
場
合
、
そ
の
低
下
幅
は
一
・
五

パ
ー
セ
ン
ト
ポ
イ
ン
ト
よ
り
も
小
さ
く
な
る
。

⑽　

H
asegaw

a and K
akebayashi 

（2025

）
の
デ
ー
タ
で
は
、
日
本

企
業
の
海
外
子
会
社
が
直
面
す
る
配
当
へ
の
源
泉
徴
収
税
率
の
平
均

値
は
七
％
、
中
央
値
は
一
〇
％
で
あ
る
。

（
参
考
文
献
）

青
山
慶
二
、
二
〇
〇
九
、「
外
国
子
会
社
配
当
益
金
不
算
入
制
度
の
考

察
」『
筑
波
ロ
ー
・
ジ
ャ
ー
ナ
ル
』 6: 99–117.

経
済
産
業
省
、
二
〇
〇
八
、『
我
が
国
企
業
の
海
外
利
益
の
資
金
還
流
に

つ
い
て
～
海
外
子
会
社
か
ら
の
配
当
に
つ
い
て
の
益
金
不
算
入
制
度

考
え
ら
れ
る
。

（
注
）

⑴　

H
asegaw

a and K
akebayashi 

（2025

）
はInternational T

ax 
and Public Finance

の
オ
ン
ラ
イ
ン
版
に
掲
載
さ
れ
て
お
り
、
巻

号
や
ペ
ー
ジ
番
号
が
付
さ
れ
た
冊
子
体
の
刊
行
は
二
〇
二
六
年
以
降

の
予
定
で
あ
る
。

⑵　

こ
の
総
税
負
担
率
の
定
義
で
は
、
税
引
後
利
益
を
現
地
国
で
再
投

資
せ
ず
、
全
額
を
配
当
と
し
て
本
国
に
送
金
す
る
こ
と
を
仮
定
し
て

い
る
。

⑶　

本
制
度
の
適
用
を
受
け
る
た
め
に
は
、
海
外
子
会
社
に
対
す
る
日

本
企
業
の
持
株
割
合
が
二
五
％
以
上
で
あ
る
こ
と
、
さ
ら
に
そ
の
株

式
を
六
か
月
以
上
保
有
し
て
い
る
こ
と
な
ど
、
幾
つ
か
の
要
件
を
満

た
す
必
要
が
あ
る
。
制
度
の
詳
細
に
つ
い
て
は
青
山
（
二
〇
〇
九
）

を
参
照
さ
れ
た
い
。

⑷　

配
当
の
五
％
相
当
額
は
、
配
当
受
取
に
か
か
る
費
用
と
み
な
さ
れ

る
。
例
え
ば
、
海
外
子
会
社
へ
の
出
資
に
関
連
す
る
借
入
利
子
な

ど
、
親
会
社
が
既
に
損
金
算
入
し
て
い
る
費
用
が
想
定
さ
れ
て
お

り
、
そ
の
分
に
つ
い
て
は
配
当
受
取
時
に
益
金
不
算
入
の
対
象
と
は

な
ら
な
い
（
青
山
、
二
〇
〇
九
）。

⑸　

上
で
述
べ
た
と
お
り
、
二
〇
〇
八
年
度
の
総
税
負
担
率
四
〇
・
六

九
％
は
日
本
の
法
人
実
効
税
率
と
等
し
い
。
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導
入
に
向
け
て
～
』、
貿
易
経
済
協
力
局
貿
易
振
興
課
。

日
本
経
済
新
聞
、
二
〇
二
四
、「
海
外
に
企
業
利
益
一
〇
兆
円
、
円
安
圧

力
に
―
―
還
流
促
す
減
税
構
想
も
」『
日
本
経
済
新
聞 

電
子
版
』、
二

〇
二
四
年
五
月
一
〇
日
。
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